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アメリカ合衆国にみられる障害を持つ

青年に対する移行活動の現状 と課題*

真城 知己**

本研究では中等教育とその後の職業生活をはじめとした地域生活を結ぶ概念としての移行活動に注目し,

障害を持つ生徒に対する事例を活動の比較的活発なアメリカに求めて現状と問題点の整理をし,今 後の課

題について述べた。まず,現 在の移行活動の背景となる流れについて概観した後,ユ タ州とオレゴン州に

おける移行活動の例を取 り上げた。そこで指摘された中等教育後の関係諸機関における個別プログラムの

作成状態の不十分さの原因として,関 係機関の連携の問題をあげて若干の考察を加えた。さらに継続的な

本人へのサポートの必要性や,生 徒の個別のニーズを把握し,移 行活動におけるコーディネー トを専門と

する職種の開発及びそうした専門家よりなる組織を支える行政当局による活動や制度的な保障を確立する

努力の必要について述べた。

1.問 題 と 目的

「移行(transition)」 とは学校教育
,特 に中等

教育(中 学校,ハ イスクール)か ら職業生活をは

じめ各種訓練 プログラム,高 等教育 といった様々

な中等教育後 の進路へ と生徒が移 ってい く過程 を

表す概念(図1)で あるが,イ リノイ大学移行研

究所で開発が進 められている障害 を持つ生徒を対

象 とした移行モデルの中で,移 行 は学校から職業

へ とつながっている連続体における中間段階であ

る(Rusch and Phelps, 1987)と 述 べられている

ことからもわかるように,主 として中等教育から

職業生活への間の過程 を示す場合 に使用 されるこ

とが多い。

様々なアフターケアも含んだ形 での特殊学校 に

おける進路指導は,移 行活動 と混同 されやすいが,

概 念的に前者は後者 に含 まれるものである。

Will(1984)は 移 行の概念 を規定する上で必要

な3要 素を以下の ように示 している。

(1)地 域 での職業及 び生活に関するハイスクール

における効果的なプログラム

(2)雇 用 や地域 における障害を持つ個人の多様 な

サ ポー ト・ニー ズに応 じた様々な成人 サー ビ

ス ・プログラム

(3)(ハ イ スクール)卒 業生 にとって必要 となる

サービスの開発を目標 とした教育機関 と地域 サ

ー ビス機関 との間の総合的 ・協調的な移行活動

の計画

これ らは実際に移行活動 を行 う上で立て られる

プログラムにおいて必要な要素であるといえるが,

これらの3要 素が用意 された としてもハイスクー

図1移 行の位置づけ
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ル を卒業 した障害を持つ生徒がスムーズに就職や

地域社会 における生活へ と移 っていけるわけでは

ない。

わが国において,学 校教育か らその後の職業生

活やその他の地域 における生活への移 り変わ りの

問題 を取 り上 げる際には一般に学校側 においては

進路指導の問題 として,ま た職業生活への入口及

びそこでのプレースメン トの問題 として職業 リハ

ビリテーションの領域 において別個 に研究がなさ

れてお り,研 究視点 としての接点は余 り認められ

ない。

一方で
,学 校,職 業訓練機関,そ れに事業所の

相互 に対す る要望 は常 に存在 してお り,各 々が互

いに接点を求 める努力が必要であるとの認識がさ

れてはいる(下 篠 ・鈴木 ・調 ・大山 ・小川,-1990)

が,こ の点に関するニーズが強い割 には実際に結

びつきを形成することは困難なようである。

本研究で焦点をあてる移行 とはこうした連携の

問題 も含めて学齢期か らその後 の生活への橋渡 し

をスムーズにす るために用いられ る概念である。

移行活動 に際 しては,後 節で述べるように様々

な問題があるが,こ れらを検討 し解決の方向を模

索 してい くことはわが国における今後の職業 リハ

ビリテーションの領域における一つの課題になる

と思われる。

移行 という用語はアメリカをはじめイギリスな

どで も使用 されているが,イ ギ リスの場合には後

期中等教育の段階に相当する継続教育に特色があ

るため,今 後 の研究において取 り上 げることとし,

本研究 においては比較的議論の活発 なアメリカに

お ける障害 を持つ生徒を対象 とした移行活動の例

を取 り上げて,現 状 と問題点 を整理し,効 果的な

移行活動の実施のために必要な条件 について検討

す る。周知のように,ア メ リカ合衆国 においては

各州 ごとの施策 に相当の開きが存在 してお り,例

として取 り上げる活動は全国的に実施 されている

わけではない。 したがって,例 中にみられ る課題

は次節で述べる背景 をふまえ,で きる限 り移行活

動 に一般的に共通すると思われる問題 を取 り上げ

るようにした。

なお,職 業 リハ ビリテーシ ョンの領域における

研究対象は松為(1988)に よって整理 されている

が,そ こで示 された領域 に本研究で取 り上 げる移

行活動に関する研究 を位置づ けると,職 業生活の

設計や社会的支援システムに関する研究 を中心に

広い領域にまたが るものと考 えられる。

2.背 景 とな る こ れ まで の 主 な流 れ

現在のアメリカにおける移行活動は1950年 代 に

始 まった作業 ・学 習運動(work/study move-

ment),そ して1970年 代 を中心 とする職業教育運

動(carrer education movement)に 引 き続 くも

の として位置 づけ られている(Rusch ら,1987;

Halpern,1992)。

1950年 代 から60年 代 を中心に行われた作業 ・学

習運動は主 として軽度の障害を持つ生徒を対象 と

して,中 等学校 と地域の リハビリテーション機関

とが連携 を持 ち,適 切な作業経験 を取 り入れなが

ら教科学習や職業教育 を行 うというものであった。

この活動は個別の生徒 に対 して特例的な措置 とし

て行われたのではなく,学 校 とリハ ビリテーシ ョ

ン機関の公の協力関係 によって行われていた点が

特徴である。生徒 は在学中か ら地域の リハビリテ

ーション機関 との関係 を持つ ことができたため
,

卒 業後の移行活動の際の様々な相談 もより効果的

に行えるという利点があった。

しかし,こ のシステムにおいて一般に行われて

いた費用の運用方法が問題 とされるようになった

こと,そ して1973年 の職業 リハビリテーション法

の修正及び1975年 の全障害児教育法 によってリハ

ビリテーション機関が生徒の作業経験のために費

用 を割 くことが事実上困難 となったため(Halper坑

1992)に,残 念なが らこのシステムは行われな く

なってしまったのである。

これにかわって1970年 代 に台頭 してきたのが,

職 業教育運動である。軽度の障害を持つ生徒 を対

象に行われた作業 ・学習運動に対 し,職 業教育運

動ではその概念や対象が拡大 され,主 として障害

を持たない生徒が念頭におかれるようになった。

障害を持つ生徒 に対する処遇は,職 業教育運動の

初期においては全 く触れ られていない ことすらあ

ったが,1976年 にはCEC(Council for Excep-

tional Chi1dren)に 職 業開発局が設置 され,ま た,

職 業教育実施促進法(Career Education Imple-

mentation Incentive Act.P.L.95-207:1977)に お

いて障害 を持つ人について も特に触れられ るよう

46



真城知己:ア メリカ合衆国にみられる障害を持つ青年に対する移行活動の現状と課題

になるなど,関 係団体内部の動向に加えて,制 度

面からも次第 に運動全体の中に位置づけられるよ

うになっていった。 この ような職業教育 に直接関

係する法整備が進 むとともに,他 方で雇用におけ

る差別の撤廃が強 く主張 されるようにな り,こ の

流れは障害に基づ く差別の撤廃 を規定 した1973年

の職業 リハ ビリテーション法第504条 や 近年では

1990年 の 障害を持 つアメリカ人法(ADA:Amer-

icans with Disabilities Act.P.L.101-336)へ と

つなが っていった。

障害を持つ生徒に関わる現在の移行活動 につな

がる一つの契機 となったの は,1984年 にOSERS 

(Office of Special Education and Rehabili

tative Services)か ら3種 類の移行のモデルが示

されたこと(Will,1984)で あ る。具体的には,(a)

特 別 なサービスは行わない移行,(b)期 限付 きの

サー ビスを行 う移行,(c)継 続 的なサービスを行 う

移行,と なっており,職 業教育のみに焦点 をあて

ていた1970年 代 の職業教育運動 を発展させ,移 行

という用語 を用いて中等教育 とその後の橋渡 しの

過程に注 目をして捉えるようになった点が特徴で

ある。

OSERSの モ デル は対象 を雇用 に関係する場面

に限定 してお り,職 業以外の領域 については最終

的に雇用 を目指す場合にのみ,そ の意義が認めら

れるという位置づ けしかされていなかったので,

1960年 代 を中心 とした作業 ・学習運動に比較する

と領域が狭 められていた という点に不十分さはあ

る もの の,周 囲 に与 え た影 響 は 大 きか っ た

(Halpern,1992)。 結 果的には,職 業教育のみなら

ず,移 行活動 としての規定が全障害児教育法を修

正 した障害児教育法(Individuals with Disabil-

ities Education Act.P.L.101-476)に おいて,す

べての生徒について16歳 までに移行の目標を記 し

た 個 別 教 育 計 面(Individualized Education

Plan:以 下I E P)の 作成 を規定するとい う形で

明文化 され,移 行活動 の制度面 における位置づけ

がなされたのである。

この ように現在 の移行活動は1960年 代 の作業 ・

学習運動において中等学校 と地域の リハビリテー

ション機関 との連携が形成 されたという布石の後,

職 業教育 に対する全国的な要請の高まりの中で障

害 を持つ生徒に関す る制度面での整備が職業教育

の領域で進められたという経過をたどり,更 に

OSERSに よって示された3つ の移行モデルを一

つの契機 として移行活動という形での制度的な位

置づけがなされるようになったのである。

3.移 行活動の例にみられる現状と問題点

こうした背景をふまえた上で,次 に現在の移行

活動の例 としてユタ州とオレゴン州における活動

を取り上げて紹介するとともにそこで指摘された

問題点について述べる。

(1)ユ タ州の例

この例は,ユ タ州で実施されたUtah Commu-

nity-Based Transition Programの 一部を構成す

るもので,(a)地 域レベルでの移行活動計画の調

整,(b)定 式化された移行活動計画の開発,及 び

(c)両親教育が柱 となっている。

この移行活動計画の特徴は,地 域べース型の移

行活動計画を作成することに重点がおかれている

こと及び職業生活への移行を中心にしながらも,

その他の諸サービスを活用しながら学校生活から

地域での生活へと移って行くためにはどのような

点がポイントとなるのかを示している点である。

その中では地域内での移行活動の計画を行うため

に学校や成人サービス機関の役割が示されており,

例えば,学 校の役割 としては職業教育や自己管理,

余暇活動なども含んだ包括的な教育課程の編成や

障害を持たない人との接触の機会の設定といった

地域社会での生活を念頭においた教育プログラム

の作成をすることとされ,地 域の成人サービス機

関の職員も移行チームの一員として少なくとも生

徒が卒業する3年 前の段階から関与することが必

要であるとされている。

また,特 に重度の障害を持つ人の地域社会への

参加を促進するために,地 域において利用できる

サービスの特定をし,そ の活用を念頭におきなが

ら個別のニーズや能力を評価するというステップ

をふむというプロセスを定式化して教育計画であ

るI E P のような個別の移行活動計画の作成がさ

れることになっている。

更に,強 い拘束力を持った条文が連邦法レベル

でも規定されている教育制度によって集中的なサ

ービスを受けることのできた義務教育の枠組みか
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ら離 れて,多 様ではあるが比較的に法的な規定力

の弱い成人サー ビスの下に子 どもにお くという厳

しい問題 に直面 している両親に対する情報提供 の

意義が認識 されてお り,そ の地域における成人サ

ービス機関の種類 ・特徴
,卒 業後のサービスの判

断基準等に関する情報が提供されるようになって

いる。 これらが主な特徴である。

ユタ州での この活動の経験から問題点 として挙

げられているのは,ま ず第一に,重 度の障害 を持

つ者に対 する地域べース型の職業サー ビスが絶対

的 に不足していることである。サービスの不足は

機関の不足や具体的なプログラムの不足によるが,

結 果 としてその職員が卒業前の生徒の移行計画の

作成に関与することも困難 となっている。第二は,

財 政源の不足である。 そして,第 三点目として移

行運動の成果 にも関わらず,連 邦法及び政策が現

存の諸サービスを変化 させ るように機能 していな

いことが挙げ られている。 これらの問題 はユタ州

だけに限 らずほとんどの州 において共通する問題

であ る との指 摘 も され て いる(Hardman and 

McDonnell,1987)。

(2)オ レゴン州の例

オレゴン州教育局及び保健局の協力の下に行わ

れ た移 行 活 動 に 関 す る調 査 プ ロ ジ ェク トが

Peters,Templeman,and Brostrom (1987)に よ

って報告されている。

このプロジェク トは,移 行活動計画チームの開

発 を促進することで移行活動計画における問題が

特定でき,ま たその解決が目指せる という考 えの

下 に3つ の段階に分 けて実施されている。

まず第一の段階では,地 域の学校の教師や成人

サー ビスセンターの職員 をはじめとしてケースマ

ネー ジャー*1や グループホーム,保 護雇用施設,

その他の関係職員に対 して各々が把握 している利

用者のニーズについて情報交換を行 う場 を設定 し

て提供 し,将 来的にそれらの機関が連携した移行

活動計画が立て られるように,そ の素地 を形成す

る働 きかけが行われる。

第二の段階では,こ れらのメンバーが具体的 に

移行活動計画 を立てるために必要 と考 えられる,

地域の様々な成人サービスの利用の仕方から,生

徒の評価 に基づいた移行活動計画作成の練習,そ

して他の機関に所属する移行活動計画チームのメ

ンバー との建設的なかかわ り合いの持ち方にまで

関する様々な訓練が行われる。更に,こ うした訓

練を受けたメンバーが まだ訓練 を受 けていない職

員に対 して指導をすることができるほ どまで訓練

が続 けられることになっている。

そして第三の段階で,訓 練 を受けたメンバーが

実際に地域の学校や成人サー ビスセンターにおい

て訓練の成果 を実施 するというステップが組 まれ

ている。

このプロジェク トに参加すれば直ちに全員が第

三の段階にまで達するわけではないのであるが,

Peters らの その後の調査では,参 加 した教師によ

って訓練の第一段階の成果 といえる,地 域 の環境

をふまえた上での生徒の評価が行われるようにな

っている との報告がされている。しかし,第 二の

段階以降で行われた訓練が各々の機関においてそ

の成果を現すには至っていないようである。その

理由については明 らかにされてお らず,あ えて問

題部分への言及が避けられているようで もあるが,

この例は地域 における学校 をはじめとした様々な

機関の連携を促 し,そ の結果 として移行活動が促

進 されるようにするための具体的なプロセスを示

した一つの例 としてその意義を認 めることができ

る。Peters らは,こ のプロジェク トのような地域

における連携 を促すような外的な刺激が必要であ

ると述べているが,州 当局のような行政機関が中

心 となって移行活動を積極的に支援するように働

きかけることが重要であるといえよう。

一方
,同 じオ レゴ ン州 におい て地 方 教育 局

(Local Education Agency)の 担 当官,教 師,そ

れ に生 徒 の両 親 を 対 象 にBenz and Halpern

(1987)が 行 った調査研究では,移 行活動のため

に地域の成人サービス機関の利用を促進するよう

な冊子等を作成 している地域が少ない ことや移行

活動の計画に関する地方教育局の担当官 と教師 と

の認識の相違,そ れに卒業後 フォローアップされ

ている生徒が少ないことなどが明 らかにされてい

る。

以上,ユ タ州 とオレゴン州における例 を取 り上

げ,そ の概要を述べて きたが,こ こで取 り上 げた

例にもみられるように,実 際 に行われている移行

活動やそのプログラムは必ずしも十分な効果があ
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げられていない。 オレゴン州の例のように州当局

が中心になって移行活動促進のために行ったプロ

ジェク トです ら,目 ざましい成果があげ られたと

はいえないのが現状である。

移行活動 においては学校 と地域の リハビリテー

シ ョン機 関や その他 の成人 サー ビス機 関 との

(各々に所属す る教師や職員 も含む)有 機的な連

携が必 要 であ る こ とは一般 に認識 され てい る

(Rusch ら,1987ほ か)が,現 実にはこれ らの連

携に関 しては様 々な阻害要因が存在 してお り,実

際にこのような連携は見 られな くなった との指摘

(Wilcox and Bellamy,1982)す らされている。

上述 したように移行活動には様々な問題があるが,

こ こでは特に機関の連 携に焦点 をあてて若干の考

察を加えることにする。

連携がスムーズにいかない一つの原因としては,

学校教育後の場における個別プログラムの作成が

(次第に拡大 しつつはあるのだが)ま だ十分 に行

われていないということが考えられる。中等職業

教育機関の教師を対象にしてアメ リカ全土からサ

ン プ リ ン グ を し て 調 査 を行 っ たRojewski, 

Pollard, and Meers (1992)の 研究では,回 答者

のおよそ3分 の2(63.9%)は 個別のプログラム

を作成 した ことがないと報告 されてお り,残 りの

ほ とん ど全ても1学 期間 もし くはそれ以下の期間

しかプログラムを作成 ・使用 した ことがないこと

が明 らかにされている。

中等教育後 の教育機会 に関する論文で も個別の

プログラムの効果についての研究の少なさが指摘

されてお り(Nelson and Kraft, 1989),一 般 に卒

業後 の各種機会 においては個別プログラムがあま

り作成 されていないことがわかる。

訓練機関 も含めた中等教育後の成人サービス機

関 において個別のプログラムが作成されない こと

は単に中等教育 において行われていた形式が踏襲

されていない とい うことばか りではな く,情 報の

引 き継 ぎも寸断されることを意味す る。すなわち,

成 人サー ビス機関において個別のプログラムの作

成が通例化 していれば,内 容をより充実 させ よう

とする際に必然的 に学校教育時の個別プログラム

とその評価 に関す る情報が必要 となるが,そ うで

ない場合には必ずしも以前の情報が十分 に収集さ

れるとは限 らないか らである。

これは成人サー ビス機関の評価方法の問題 をい

っているのではない。各々の機関において業務内

容 に応 じて必要な評価活動がなされていることは

いうまで もな く,し か しなが ら,学 校教育 の範疇

においてI E P が作 成 され,そ こで蓄積 されてき

た情報が活用 されないことによる損失が非常に大

きい と*2い う ことなのである。

I E P の内容がその まま地域の成人サービス機

関で利用できる というわけではないので,学 校側

と成人サービス機関とが協議 を行 って移行計画用

の新 しいフォーマ ットを開発する必要があるとい

えるが,現 在のように,情 報の交換をする上で共

通 したフォーマッ トがない とい うことはBenz ら

が 指摘 しているような異なる職種 における認識の

違いを埋 め,相 互の連携 を促進する上で非常に不

利な条件 となっていると考えられる。

4.ア メ リカの移行活動における今後の課題

(1)継 続 的なサポー ト

わが国において も,特 に知的な障害 を持つ人 に

とってのアフターケアは単なる補完ではな く,働

くための必要条件であると述べ られている(西 村,

1992)が,ア メリカにおける中等教育後の継続的

なサポー トに対するニーズの強いことが指摘され

ている(Hardman ら,1987)。 しか しなが ら,実

践的場面においては特定の機関(及 びその担当者)

のみが学齢期から成人期 にわたるまで継続 してサ

ポー トを続 けることには無理があ り,通 常 は各々

の機関が提供するサービスの範疇にニーズを持つ

者がいる期間のみしか対応 をす ることができない。

短期間に集中的に実施 され る移行活動 も多少の効

果が期待で きることが報告 されてい る(Siegel,

Robert, Waxman, and Gaylord-Ross, 1992)が,

雇用 場面に至 ってなお継続 されるプログラム*3

の ように基本的には長期的に実施される必要性が

ある。

中等教育後のサー ビス提供の形態 は,段 階的に

異なる機関において連続的に行われる形態や種々

の機関が同時に関与する形態な どが考 えられるが,

いずれにして も次 に述べ る機関の連携の問題 と併

せて検討 してい くことが必要である。

また一方で,障 害を持つ青年が中等教育後 に何

らかの形で移行プログラムを受 ける比率が障害 を
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持 たない群 に比べて約4分 の1程 度 にしかすぎな

い とい う研究(Fairweather and Shaver, 1991)

もあ り,参 加 そのものを促進する働 きかけも重要

である。

(2)諸 機関の連携の形成

作業 ・学習運動における学校 と地域の リハ ビリ

テーション機関 との連携は,財 政の運営方法 に問

題があったために結果的に継続で きなくなって し

まったが,移 行活動を効果的かつ円滑に進めるた

めには関係する機関同士の何 らかの形での連携が

不可欠である。

また,1)で 述 べた ように長期的に継続 したサポ

ー トが行 われることの必要性からも諸機関の連携

は重要である。

本研究で指摘 した ように学校 と成人サー ビス機

関にお ける共通 した フォーマ ットでの情報交換の

必要性 に加 え,オ レゴン州の例 のように州当局な

どの行政機関が中心 となって移行活動のための諸

機関の連携 を促進 するような働 きかけが行われる

ことが求められている。

更に,連 携 の際に検討する必要のある内容 とし

て,Stodden and Boone (1987)は 以下の点を挙

げている。

(a)成 人 サービス機関(及 びその担当者)の 移行

活動における参加開始の時期

(b)移 行 活動の結果の評価 をする際の基準

(c)移 行活動の各々の段階における責任機関

(d)移 行活動 にお ける個々の機関が果たす役割

これ らは諸機関の連携を形成する上でその基本

的要素 となる視点 を示 しているといえる。

Exceptional Children 誌 に紹介されている移行

活動 の専 門家 に よる座 談会(Brown, Halpem,

Hasazi, and Wehman, 1987)の 中 で,障 害を持つ

青年の移行に際 して学校 と成人サービス機 関との

協調関係が効果的に形成 できるか との問いに対 し

て(現 状 で は)恐 ら くそれ は難 しいで あ ろ う

(Halpern)と す る否定的な見解 も示 されている

が,オ レゴン州での取 り組みのようにプロトタイ

プ となるような実践を重ねてい く中で関係機関の

連携 を如何に形成 してい くかが課題 となる。

(3)専 門職 の開発

異なる機関において各々の専門性に応 じた業務

を遂行することには多 くの努力が払われ,優 れた

業績が数多 く作 られてきた。 しか し,専 門分化が

進むほど,異 なる種類の機関の担当者における業

務内容に関する認識にもそれに応じて差異がみら

れるようになる。情報交換の場等を通して これを

埋める努力は必要であるが,個 々のケースへの対

応 とまでなると実質的に無理がある。したがって,

ケースを中心 に各々の機関で提供 されるサー ビス

を総合 し,コ ーディネー トを行 う職種が必要 とな

って くるのである。専門職の種類が増加すればす

るほど,個 別のニーズに応 じてそれらによって提

供 され るサービスの コーディネー トを行 う職種へ

の需要は高 くなると考 えられる。そこで,福 祉領

域 におけるケースマネージャーのような種々のサ

ービスのコーディネー トを専門的に行 う職種(名

称 は移行計画のコーディネーター(TPC:Transi-

tion Plan Coordinator)な どが適当か)の 開発が

不可欠になると考 えられる。併せて,既 存 の機関

の中にこのようなコーディネーターか ら構成 され

る部局 を設置すること,更 に,そ の業務内容 を支

援する行政当局の働 きかけや この根拠 となる制度

の確立(リ ハビリテーション法の修正 も含む)も

必要である。

(4)そ の他

この他,本 研究 においては触れなかったが,移

行の問題 は職業教育 との関連 の中で中等教育段階

の特殊教育におけるカ リキュラム論にも発展 して

いる。例 えば,金 ・三沢(1990)は1980年 代 のア

メリカの中等教育段階の特殊教育の内容 と移行活

動 との関連についての研究から,雇 用への結びっ

きにおいて中等特殊教育 プログラムが学校 を卒業

す る障害青年の地域社会生活の適応にあまりプラ

スの影響 を及ぼさないことが示されていると指摘

しているし,Edgar(1987)は 中等教育段階の特殊

教育 と卒業後の生徒の適応 との間の関連性 を指摘

し,軽 度の障害を持つ生徒に対する中等教育の内

容 を教科的学習を減 らし,よ り職業的な性格を強

めた教育 を行 うことを提案 している。 しかし,中

等教育段階の特殊教育における職業教育の教育課

程上の位置づ けは容易に結論づけることが困難な

問題であ り,本 研究 において述べて きた移行の概
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念にお ける観点 を十分にふまえつつ今後一層の議

論を重ねることが必要である。

更に,キ ャリア ・ディベロップメン ト(Career

Development)の 概 念が移行の概念 と密接に関係

している(Rau, Spooner, and Fimian, 1989)と す

るとらえ方 もあ り,今 後移行の概念を検討する上

での一つの視点 となろう。

5.お わ り に

移行の問題は基本的にその前後 に位置する学校

と卒業後の機関 との連携の問題である。

そして,移 行活動は単 に中等学校卒業後か ら次

の定着先 に至 るまでの間に行 われるのではな く,

卒業前から次の教育 もしくは職業生活,及 びそれ

らを含めた地域生活に移ってからしばらくは継続

されるべきものであり,結 果 として一つの生活の

場から次の生活の場への移 り変わ りを円滑にする

ために行 われるのである。

これ までの移行活動を支えてきたのは,主 に職

業生活 を目指す場合 には,い わば出口に位置する

中等学校 の教師であった り,職 業面に関する入口

を示す職業 リハ ビリテーション関係者であったが,

本 稿において検討 したアメリカの例では,そ の活

動 を各々の業務 に加 えて行 うことには,立 場を異

にす ることに起因する認識の違いを生じた り,責

任 の分担や費用の負担の問題等,多 くの困難な課

題が存在 し,結 果的に現在の移行活動が十分に機

能 していないことが明 らかとなった。

多 くの関係者の努力 によって,中 等教育におい

ては職業前教育,ま た,雇 用場面においては職業

リハ ビリテーションの領域 を中心にして,職 業評

価やカウンセ リング,プ レースメン ト等が 日進月

歩で発展 している。 こうした業績 をより効果的に

す るために移行 という視点から様々なサービスを

とらえ,生 徒の希望や適性を考慮 しつつ移行活動

全体にわたるコーディネー トを専門的 に行 う職種

の開発 を職業 リハ ビリテーシ ョンの領域において

も進めるとともに,オ レゴン州の例にみ られるよ

うなそうした活動 を支 える行政当局の活動や制度

的な保障 を確立するための努力がなされな くては

ならない*4。

註

*1 ケ ー スマネー ジャー とは,地 域 における

様 々 な 福 祉 サ ー ビ ス を横 断 的,縦 断 的 に コ ー

デ ィ ネ ー トし,ニ ー ズ を 持 つ人(及 び そ の 家

族)と 福 祉 サ ー ビ ス の 提 供 者 と の 間 で調 整 を

行 う者 を さ す 。 ケ ー ス マ ネ ー ジ メ ン トは1978

年 の 連 邦 法(P.L.95-602)で 初 め て 制 度 的 に

位 置 づ け られ た 。

*2 IEPは 内 容 で あ る 到 達 目標 や 指 導 計 画 に

つ い て 保 護 者 の 了 解 も必 要 と さ れ,評 価 も含

め て 多 くの 議 論(相 等 激 し い 場 合 も あ る)と

時 間 を費 や し て 作 成 さ れ,そ の 過 程 を 通 じて

多 くの 情 報 が 収 集 され る(瀬 尾 ・河 合,1986

参 照)。

*3 雇 用 場 面 まで 移 行 プ ロ グ ラ ム が 延 長 さ れ る

と移 行 的 雇 用(Transitional Employment)

と呼 ば れ,職 業 に 関 して 何 ら か の 初 期 的 な 援

助 を必 要 とす る者 に は 有 用 で あ る と さ れ て い

る(Wehman, Moon, Everson, Wood, and

Barcus, 1987)。

*4 本 研 究 で は ア メ リカ に お け る例 に 焦 点 を あ

て た 検 討 を 行 っ た の で わ が 国 に お け る 取 り組

み に つ い て は触 れ な か っ た が,東 京 都 練 馬 区

で は行 政 当 局 に よ る 積 極 的 な 就 労 促 進 活 動 が

組 織 され(レ イ ン ボ ー ワ ー ク),実 践 的 な 取 り

組 み を通 した 課 題 の 発 見,解 決 が 期 待 さ れ て

い る 。 わ が 国 に お け る 動 向 に つ い て は 今 後 の

研 究 で の課 題 と し た い 。
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